予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　拠点結集による地域産業新展開プロジェクト(任意)(単建)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3049）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c11352@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　     37,978千円（前年度予算額：72,892千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	72,892
	32,742
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,150

	要求額
	37,978　
	16,283
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,695

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・航空機や自動車の生産において、更なる機体や車体の軽量化を求められており、部品の軽量化に欠かせない炭素繊維複合材料（CFRP）やアルミ合金を中心とした軽量強化素材の使用割合が増加している。しかし、素材自体の加工の困難さから製造コストが嵩むといった課題を抱えている。
・県内食品・原料企業は、新たな機能性表示食品制度を契機に、地域の食材や農産物を活かした機能性食料品開発により、市場開拓に大きな期待を寄せている。
（２）事業内容　
（航空機・自動車分野）

・樹脂、金属など異種材料接合の効率化に必要な接合技術を研究する。
・高強度アルミ合金部品の量産に必要な金型の高度化技術を開発する。
（食料品分野）

・健康維持に役立つ機能性食材の探索と商品化に向けた効率的な生産技術の研究開発を行う。
・自然由来の香り付け技術の確立と、それを活かした製品の開発。
（３）県負担・補助率の考え方

本プロジェクトでは、岐阜県成長雇用戦略において整備した「モノづくり拠点」「食品科学研究所」において、産学官連携体制で研究開発を推進し、広く県内企業の競争力強化を図る。
（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬、職員手当
	1,162
	補助職員の報酬、手当

	共済費
	4
	補助職員共済費

	旅費
	3,304
	職員旅費（共同研究機関との打ち合わせ、学会参加）、補助職員旅費

	需用費
	9,034
	研究のための各種消耗品の購入等

	役務費
	64
	研究機関との連絡経費、更新する研究備品の廃棄料

	委託料
	16,961
	部材の外注加工費等

	使用料等
	692
	会場使用料等

	備品購入費
	5,919
	研究備品の購入

	その他
	838
	学会参加負担金等

	合計
	37,978
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる各研究所の研究推進計画に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜をアピールできる商品の開発（アイテム数）
	0品

（H27）
	－

（H28）
	1品
（H29）
	3品
（H30）
	10品
（R2）
	30％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容

○試験醸造のスケールを順次大きくしながら優良株を選抜した。また実生産に向けて、適切な発酵条件を調べて試作を行った。
○同種金属材料および異種金属材料における超音波接合における振動保持時間と接合強度の関係、振幅と接合強度の関係を計測した。
○アスリートの需要に沿った新商品の開発を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○Ce18株は「G2酵母」と命名され、県内15社にて実用化された。
○異種材料C1100/A5052の超音波接合において、接合界面に混合層が生成さ
　れ、この層は振幅、加振時間が増加すると厚くなることが分かった。

○エゴマオイルスティックを開発し、商品化を行った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	企業ニーズ調査の中で、県の成長・雇用戦略と合致し、特に業界から必要とされている課題を取り上げていることから、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	研究課題の内容について、ヒアリングを行い本年度実施内容の確認を行うとともに、進捗確認を行った。工業系の分野においては、地域の企業と連携し、実用化を見据えた研究を開始し、研究の成果が出つつあることを確認した。また、食品分野においても大学や県内の企業と連携しプロジェクトは順調に進んでいる。今後、計画通り研究を進めていくことにより研究成果に期待できると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	研究課題に対する外部評価を実施することとしており、得られ
た意見に応じた軌道修正、および効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　プロジェクトのそれぞれの課題が滞らないよう、研究の初期段階から最終目標に向けた進捗状況の管理を定期的に行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　有識者ヒアリングや業界からの相談・要望から得られたニーズに基づき、研究課題の方向性を修正していく必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


